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 第 ８ 回  熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録 

 

平成24年９月27日（木曜日） 

            午前10時５分開議 

            午前11時52分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 (1)産業廃棄物処理施設の公共関与推進に関

する件について 

 (2)有明海・八代海の環境の保全、改善及び  

水産資源の回復等による漁業の振興に

関する件について 

 (3)地球温暖化対策に関する件について 

 (4)付託調査事件の閉会中の継続審査につい  

て  

――――――――――――――― 

出席委員（16人） 

        委 員 長 中 村 博 生 

        副委員長 守 田 憲 史 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 早 川 英 明 

        委  員 岩 中 伸 司 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 吉 永 和 世 

        委  員 森   浩 二 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員 山 口 ゆたか 

        委  員 髙 野 洋 介 

        委  員 髙 木 健 次 

        委  員 東   充 美 

        委  員 磯 田   毅 

        委  員 橋 口 海 平 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部    

         部 長 谷 﨑 淳 一 

        環境局長 山 本   理 

政策調整審議員兼 

環境政策課課長補佐 久 保 隆 生 

 環境局環境立県推進課長 福 田   充 

      環境保全課長 清 田 明 伸 

      自然保護課長 小 宮   康 

首席審議員兼 

廃棄物対策課長 加 久 伸 治 

     公共関与推進課長 中 島 克 彦 

 企画振興部 

交通政策・情報局審議員兼 

交通政策課課長補佐 小 原   信 

商工観光労働部 

     新産業振興局長 高 口 義 幸 

新産業振興局産業支援課長 奥 薗 惣 幸 

エネルギー政策課長 山 下 慶一郎 

 農林水産部 

        生産局長 渡 辺 弘 道 

        水産局長 鎌 賀 泰 文 

政策調整審議員兼 

農林水産政策課課長補佐 白 石 伸 一 

   生産局農業技術課長 松 尾 栄 喜 

        園芸課長 野 口 法 子 

  首席審議員兼畜産課長 平 山 忠 一 

 農村振興局農地整備課長 大 石 二 郎 

   森林局 

首席審議員兼森林整備課長 河 合 正 宏 

      林業振興課長 岡 部 清 志 

      森林保全課長 本 田 良 三 

   水産局水産振興課長 平 岡 政 宏 

漁港漁場整備課長 平 尾 昭 人 

  水産研究センター所長 梅 﨑 祐 二 

 土木部 

総括審議員兼河川港湾局長 上 谷 昌 史 

    土木技術管理課長 西 田   浩 

   道路都市局審議員兼 
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   道路整備課課長補佐 松 永 清 文 

        審議員兼 

   都市計画課課長補佐 益 田 秀 敬 

審議員兼 

 都市計画課景観公園室長 坂 井 秀 一 

      下水環境課長 軸 丸 英 顕

河川港湾局河川課長 林   俊一郎 

        港湾課長 松 永 信 弘 

   建築住宅局建築課長 坂 口 秀 二 

        審議員兼 

建築課建築物安全推進室長 吉 川 誠 一 

  教育委員会事務局 

      義務教育課長 緒 方 明 治 

  企業局 

   次長兼総務経営課長 古 里 政 信 

   審議員兼総務経営課 

  荒瀬ダム撤去準備室長 平 田 智 昭 

        工務課長 福 原 俊 明 

  警察本部 

       交通部参事官 飯 田   繁 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課主幹   福 田 聖 哉 

   議事課主幹     浦 田 光 典 

――――――――――――――― 

  午前10時５分開議 

○中村博生委員長 おはようございます。大

変お待たせをいたしました。 

 ただいまから、第８回環境対策特別委員会

を開催いたします。 

 なお、本委員会に３名の傍聴の申し込みが

あっておりますので、これを認めることとい

たしております。 

 では、お手元に配付の委員会次第に従い、

付託調査事件を審議させていただきたいの

で、よろしくお願いいたします。 

 議題１、産業廃棄物処理施設の公共関与推

進に関する件、次に、有明海、八代海の環境

の保全、改善及び水産資源の回復等による漁

業の振興に関する件、次に、地球温暖化対策

に関する件について、一括して執行部から説

明を受け、その後、質疑は議題ごとに行いた

いと思います。 

 なお、委員会の運営を効率的に行いたいと

考えておりますので、説明につきましては、

簡潔にお願いいたします。 

 では、執行部から説明をお願いいたしま

す。 

 それでは、最初の議題であります産業廃棄

物処理施設の公共関与推進に関する件につき

まして、公共関与による管理型最終処分場の

整備について説明をお願いいたします。 

 

○中島公共関与推進課長 公共関与推進課で

ございます。着席にて説明をさせていただき

ます。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 

 １の目的は省略をいたしまして、大きな２

番目の最近の取り組み状況につきまして、前

回委員会報告以降の取り組みを御説明申し上

げます。 

 まず、(1)の住民説明会等の開催状況でご

ざいますが、南関町及び和水町の議会全員協

議会において、最近の取り組み状況や今後の

作業工程等を説明し、続いて建設予定地区で

あります南関町米田地区の住民代表で組織さ

れます米田区地域振興対策委員会におきまし

て、地域振興に係る地元要望事業の検討状況

や今後の作業工程等を説明し、また、その他

の関係地区におきましても、代表者の方に要

望内容の確認や現地調査を行いながら、協議

を進めているところでございます。 

 (2)の周辺井戸調査につきましては、これ

まで建設に反対の立場から調査を拒否されて

おりました地区から調査の要望が出てまいり

ましたので、これまで未実施であった世帯に

ついて井戸水質等の調査を行いました。 

 (3)の詳細設計及び本体工事関係につきま

しては、５月に入札公告を行い、９月５日に

技術提案書及び入札書を受理し、今後、専門
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家で組織します総合評価技術委員会の審査等

を経て、10月中旬に落札者を決定する予定と

しております。 

 次のページをお願いいたします。 

 入札概要につきましては、さきの委員会で

御説明をいたしておりますので、省略させて

いただき、(3)の今後の取り組みでございま

す。 

 振り返りますと、建設地決定以来、地元の

皆様から、立地への御不満や安全性に対する

御不安から強い反対意見をいただいてまいり

ました。そうした状況の中で、知事みずから

地元に出向き、極限まで安全性を追求するこ

と等を訴えるなど、理解をいただくさまざま

な取り組みを行ってまいりました。その結

果、昨年度、地元の皆様に苦渋の御決断をい

ただき、受け入れ容認に至ったところでござ

います。 

 そういったような経緯を踏まえまして、現

在、最終的な環境保全協定書の締結に向けて

作業を進めておりますが、特に地域振興策に

関しましては、地元の苦渋の思いにお応えす

るためにも重要な意味を持つものであると考

えておりまして、関係町や地元区との協議、

整理を行い、現在、関係部局の協力を得なが

ら検討を進めているところでございます。 

 今後とも、地元の思いを真摯に受けとめ、

誠意を持って取り組んでまいります。 

 次のページをお願いいたします。 

 参考資料として、県内の管理型最終処分場

の残余容量について、毎年９月の委員会で時

点修正して御報告をいたしております。 

 表(1)の真ん中の最終処分量の欄に記載を

しておりますとおり、県内の最終処分量は、

各種リサイクル法の施行等により減少してま

いりましたが、近年は――そこの19年度から

以降でございますが、近年は４万トンから７

万トンの範囲で推移をいたしております。 

 一番下の段でございますが、平成23年度末

の残余容量は、民間事業者が処分場を拡張し

たこともあり43.5万立米であり、同年度の最

終処分量4.3万トンで単純に計算をいたしま

すと、残余年数は約10年となっております。

この数字については、また後ほど御説明申し

上げます。 

 次のページをお願いいたします。 

 民間事業者の拡張計画でございます。 

 表２に記載のとおり、九州産廃は、39万立

米の設置許可を受け、うち27.4万立米は供用

開始しておりますが、菊池市と同社の協定

で、平成26年度末で最終処分場の受け入れを

終了することとなっております。 

 また、もう一つのオー・エス収集センター

は、第１期分の46.6万立米の設置許可を受

け、うち20.4万立米を供用開始しておりま

す。 

 なお、表３に記載のとおり、第２期分とし

て104.9万立米の計画がございますが、この

計画につきましては、アセス手続は終了いた

しておりますが、その後の具体の動きは見え

ていない状況でございます。 

 先ほどの残余年数の話に戻りますが、こう

した民間処分場の拡張によりまして、容量は

当面ある程度確保できている感がいたします

が、一方で、先ほど申し上げましたように、

事業者の受け入れ終了で容量が一気に減少し

ますとともに、１社体制となること、また、

廃棄物の受け入れ品目を制限している例もあ

ること、それから、処分場は、供用開始ま

で、あるいは供用開始後も、さまざまな不確

定要素や不測の事態が発生する可能性がある

ことなど、産業廃棄物の長期的、安定的な処

理体制を確保していくという点では、必ずし

も十分な状況にあるとは言えません。 

 このような状況を踏まえまして、公共関与

による最終処分場の整備に取り組んでおり、

今後、落札結果等を見ながら有利な資金調達

方法等を検討し、さらに内容を精査し、最終

的な収支計画等を策定していきたいというふ

うに考えております。 
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 説明は以上でございます。 

 

○中村博生委員長 次に、２番目の議題であ

ります有明海・八代海の環境の保全、改善及

び水産資源の回復等による漁業の振興に関す

る件について、有明海・八代海再生に係る提

言への対応について説明をお願いいたしま

す。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。お許しいただければ、着座で説

明させていただきます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 ７ページは、平成16年２月に、当時の有明

海・八代海再生特別委員会からいただきまし

た提言、その提言項目に関しまして、県とし

て取り組んでいる施策を７ページ、８ページ

にまとめております。 

 前回の委員会で概要を御説明いたしました

が、その後の取り組み状況等につきまして、

黒丸をつけております主要な項目、12項目ご

ざいます。これにつきまして、各担当課から

順次御説明をさせていただきますので、よろ

しくお願いいたします。 

 

○軸丸下水環境課長 下水環境課でございま

す。着座のまま説明をさせていただきます。 

 資料９ページをお開き願います。 

 生活排水処理施設の整備促進と適切な維持

管理についてです。 

 ２の24年度の取り組みのうち、最下段の

②、取り組み状況等の欄をごらんください。 

 先月31日、国から、平成23年度末の下水道

や浄化槽など生活排水処理施設の整備水準を

示す汚水処理人口普及率のデータが公表され

ました。本県の数値は1.0％上昇し、81.0％

になりました。全国平均よりはまだ低いもの

の、その差は着実に縮まっております。 

 また、この発表に合わせ、本県独自の取り

組みとして、実際に生活排水を適正処理して

いる割合を把握するため、生活排水処理施設

の整備人口から、まだ下水道等に接続してい

ない人口と法定検査を受検していない浄化槽

使用者等を除いた人口を総人口で割って求め

る新たな指標、汚水適正処理率の試算を行い

ました。 

 その結果、72.3％にとどまっていることが

わかりました。２つの指標の間に8.7％の差

があることは、整備済み施設のうち、まだ活

用されていないものが県民全体の8.7％に相

当する約15万8,000人分もあることを示して

おります。 

 このことから、今後は地域特性に応じた生

活排水処理施設整備に努めるとともに、整備

した施設がその機能を早期に発揮できるよ

う、県民の皆様に御理解をいただきながら、

下水道等への接続や浄化槽の適正管理の取り

組みを積極的に推進してまいります。 

 このため、本年度も、既に実施された熊本

市の環境フェアを初め、県内５カ所のイベン

トに参加し、県民の皆様に取り組んでいただ

きたい生活排水対策についてＰＲ活動を行っ

てまいることとしております。 

 下水環境課は以上です。 

 

○福田環境立県推進課長 着座で失礼いたし

ます。 

 10ページをお願いいたします。 

 普及啓発活動の展開についてでございま

す。 

 一番下の２の②の欄をお願いいたします。 

 (1)でございますが、本年度は、くまも

と・みんなの川と海づくりデーといたしまし

て、８月26日に、長洲町をメーン会場といた

しまして、400人の参加者により清掃活動を

実施いたしました。当日は、10市町村で約6,

700人、その他の市町村におきましても、７

月から８月に日程を設定し、全体で約４万50

0人の参加者により実施したところでござい

ます。 
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 (2)でございますが、市民団体、大学など

の取り組み事例発表を行います有明海・八代

海再生協働発表会を、平成25年２月に八代市

で開催するよう準備を進めております。 

 (3)でございますが、県職員が小中学校に

出向きまして環境活動の大切さを教える有明

海・八代海再生のための出前講座を、これま

で17小学校と１中学校で実施いたしました。

今後も、さらに３つの小学校で実施する予定

としております。 

 (4)でございますが、地域の人たちが身近

な川の環境を調査いたしまして環境保全意識

を高めるみんなの川の環境調査の取り組みを

行っております。10月までに県下各地で983

人の参加を予定しております。 

 こうした取り組みによりまして、川と海の

環境の大切さの理解を深め、県民の自主的、

主体的取り組みを促進してまいりたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

 

○松尾農業技術課長 農業技術課でございま

す。座って御説明させていただきます。 

 資料の14ページをお願いいたします。 

 農薬・化学肥料の使用総量の削減でござい

ますけれども、環境に配慮した農業への取り

組みを、くまもとグリーン農業として展開し

まして、農薬や化学肥料の削減に取り組んで

おります。特に、23年度からは、県民を挙げ

た取り組みへと力を入れているところでござ

います。 

 24年度の取り組み状況でございますが、一

番下の枠の中のとおりでございまして、ま

ず、５月24日に、26団体からなります推進本

部会議を開催いたしまして、本年度の取り組

み計画等を決定いたしております。 

 また、グリーン農業に取り組む生産者の生

産宣言、それから消費者・企業等の応援宣言

が８月末で6,649件となりまして、昨年度末

より約2,700件程度増加いたしております。 

 さらに、３つ目でございますが、11月１日

には、理解促進に向けました第２回の県民大

会を開催予定でございますし、そのほか、環

境に優しい農業技術の実証展示、それから環

境保全型農業直接支払事業等につきまして

も、取り組みを推進しております。 

 農業技術課は以上でございます。 

 

○平岡水産振興課長 水産振興課の平岡でご

ざいます。座って説明させていただきます。 

 16ページをお願いいたします。 

 養殖場対策としての漁場改善計画に関する

施策でございます。 

 １、施策の概要等の①の提言の実現に向け

た取り組み概要をごらんください。 

 魚類養殖では、環境への負荷が少ない餌へ

の転換や収容密度の削減等を促進するための

漁場改善計画を漁協が策定しておりまして、

それが着実に実施されるよう指導を行うもの

です。 

 ノリ養殖につきましても同様に、漁協が漁

場改善計画を策定しておりまして、その実施

についての指導、助言や漁場改善に向けた取

り組みの検討を行うものでございます。 

 平成24年度の取り組みの①の取り組み予定

ですが、引き続き指導を行いますとともに、

(2)ですが、昨年度から始まりました資源管

理・漁業所得補償対策を活用する上で必要な

漁場改善計画に収容尾数の上限を明記するな

ど、さらなる環境改善に向け指導を行うこと

としております。 

 ②の取り組み状況ですが、魚類養殖も、ノ

リ養殖も、すべての漁場で漁場改善計画が策

定されておりまして、(2)の魚類養殖におき

ましては、底質調査の結果に基づき、適正養

殖に関する指導を行っております。 

 また、(3)のノリ養殖では、酸処理剤の適

正使用等に関する指導、助言や漁場環境調査

結果に基づく情報提供等を行っております。 

 さらに、(4)のクルマエビ養殖につきまし
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ては、今年度から資源管理・漁業所得補償対

策の対象となったことから、漁場改善計画の

策定について指導を行い、３漁協10経営体で

計画を策定しております。 

 水産振興課は以上でございます。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。着座のまま失礼いたします。 

 23ページをお願いいたします。 

 提言項目は、干潟や海底等の保全・改善に

係る干潟等の漁場環境改善のための事業の充

実で、施策といたしましては、干潟の耕う

ん、作澪、藻場造成等の事業の実施でござい

ます。 

 本年度の取り組み状況につきましては、

２、平成24年度の取り組みの①取り組み予定

に基づき、②取り組み状況等欄に記載してお

りますが、県営覆砂では、荒尾市から宇土市

地先における６地区において、合計54ヘクタ

ールを現在造成中であり、八代市地先の４ヘ

クタールについては造成を完了しておりま

す。 

 藻場につきましては、天草市新和町地先に

おける7.2ヘクタールの造成及び五和町から

苓北町地先の造成のための測量を実施する予

定としております。 

 耕うんにつきましては、荒尾市沖及び宇土

市沖の２カ所において、水深20メーター程度

の海底４平方キロメートルの耕うんを実施

し、耕うん前後の生物量や底質の変化を調査

中であり、引き続き生息環境の改善状況に関

する調査を行ってまいります。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 24ページをお願いいたします。 

 海砂利採取の縮小についてでございます。 

 採取縮小への対応を早急に実施するように

との議会の御提言を踏まえて、平成20年１月

に熊本県海砂利採取削減計画を策定しており

ます。この計画は、海域環境の保全に向けた

予防的な措置といたしまして、５カ年の段階

的な採取縮小を行うものでございます。 

 24年度の取り組みに記載しておりますけれ

ども、今年度が海砂利採取削減計画の最終年

度となりますので、来年度以降の海砂利採取

のあり方につきまして、関係部局で連携し、

検討を進めております。 

 有八特措法の目的であります海域環境の保

全、改善、漁業の振興、議会の御提言を踏ま

えまして、しっかと検討を進めてまいりま

す。 

 以上でございます。 

 

○奥薗産業支援課長 産業支援課でございま

す。着座で失礼いたします。 

 海砂利採取への対応のうち、法令の遵守、

指導でございます。 

 25ページをお願いいたします。 

 24年度の取り組みのうち、まず再発防止策

でございます。 

 毎月の実績報告時に、採取時の写真を提出

させ確認を行うとともに、歩どまり調査、水

深調査、漁業取締船による監視を実施してお

ります。 

 今後、計画的に立入調査、陸上監視を実施

し、砂利採取法及び県海砂利採取削減計画の

遵守を徹底するよう指導を行ってまいりま

す。 

 なお、超過採取業者につきましては、特別

監視を行っているところでございます。 

 ２の24年度の許認可でございますけれど

も、現在、有明海につきまして３万立米、八

代海について４万2,837立米を許認可してい

るところでございます。 

 なお、有明海につきましては、超過採取業

者でございまして、許認可に至った経緯及び

３番でございますけれども、過料及び不当利

得返還金につきましては、河川課のほうから
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説明いたします。 

 

○林河川課長 河川課でございます。着座の

うえ御説明させていただきます。 

 資料の26ページをお願いいたします。Ａ３

判の折り込み資料になります。 

 有明海の海砂利採取の許認可への対応につ

いて御説明いたします。 

 大きく３つの内容で構成しております。 

 まず、一番上が、これまでの経緯を簡潔に

まとめております。中ほどが許認可における

資格などの要件適合性についての判断結果、

一番下に許認可後の県の対応をまとめており

ます。 

 まず、一番上の経緯をごらんください。 

 超過採取業者に対しましては、平成22年７

月に２つの行政処分を行っております。 

 １つは、左側の砂利採取業の登録取り消し

処分、もう一つが右側の過料及び不当利得返

還金の一括請求になります。 

 左の業の登録取り消しにつきましては、こ

とし、平成24年７月21日に、２年間のペナル

ティー期間が終了しております。現在は、業

の再登録が行われております。 

 なお、この間２回、別会社から採取申請が

ございましたが、県としては、超過採取業者

のペナルティー期間内であったことなどか

ら、採取は認めておりません。 

 次に、右の過料及び不当利得返還金につき

ましては、分納の申し出がありましたので、

県としては、まず分納協議に応じる条件とい

うことで、ごらんの①から④まで４つの条件

を課しました。 

 １つは、全額納付の意思表示をすること、

そのあかしとして連帯保証を求めました。ま

た、現時点でできる限りの過料を納付するこ

となどを条件といたしました。並行して、国

税徴収法に基づく財産調査と立入調査を実施

いたしました。取引先の金融機関等の調査、

また、決算関係書類の全開示を受け、会社及

び保証人の財産調査などをしっかり行った上

で、一括納付が困難なことを確認し、７月30

日付で地方自治法に基づく分納計画の承認を

行いました。 

 なお、今回の分納計画の承認は、あくまで

平成24年度分に限り認めたものであります。

これは、次年度以降は超過採取業者の納付実

績や再発防止策の履行状況を見きわめるとい

うことと、全体を承認しますと将来の採取許

可に担保を与えかねず、また、次期削減計画

が拘束されることのないよう配慮したもので

あります。次年度以降につきましては、履行

状況などをしっかり確認しながら判断してま

いります。 

 以上のことから申請の要件が整い、許認可

申請が提出されております。 

 次に、中ほどになります。この申請に対す

る資格、許認可要件の適合についての判断に

なります。 

 真ん中の表にありますように、３つ要件が

ございます。 

 １つ目は、１段目の削減計画の採取枠にな

ります。 

 これまで、22年度と23年度分につきまして

は、違法採取により採取枠がとり尽くされて

おりましたが、24年度分については、削減計

画上、３万立米の採取枠がございます。 

 ２段目の業の登録につきましては、現時点

では取り消し処分が終了、登録要件を満たす

ことから、再登録を行っております。なお、

別会社につきましては、廃止届が提出されま

した。 

 ３段目の滞納につきましては、現時点の欄

にございますが、計画分納の承認により滞納

状態が解消されております。 

 なお、分納要件の判断といたしましては、

後ほど御説明いたします許認可条件も含め、

県が提示した条件すべてを超過採取業者が応

諾いたしました。このため、地方自治法の分

納要件である一括納付が困難かつ誠意を有す
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ると判断したものでございます。 

 以上、今回の許認可処分は関係法令の要件

が整ったことから許認可したものでありま

す。 

 なお、表の下に許認可に当たり付した条件

を記載しております。超過採取業者に対し、

厳しい姿勢で臨む県の方針には変更はござい

ません。 

 ①から④の４つの厳しい条件を文書で付し

ております。 

 ①の取り消し条件は、違法採取や毎月の支

払いに滞納が生じた場合、許認可を取り消す

ことを明記いたしました。 

 ②は、過料等の最大限の納付を履行させる

ために、各年度の分納計画の協議、決算前に

は剰余金の優先納付の協議を義務づけまし

た。 

 ③は、再発防止策の確実な履行と履行状況

の報告を義務づけました。 

 また、④立入調査などへの全面的協力とし

て、注文から採取、引き渡しの日時、引き渡

し船名の提示を含む操業計画書の事前提出、

決算関係書類の全開示も条件として義務づけ

ております。 

 最後に、許認可後の対応でございます。 

 県としても、特別監視体制をしき、監視カ

メラやＧＰＳによる機械監視と乗船による抜

き打ち調査、販売先の裏づけ調査などの人的

監視を組み合わせ、再発防止に万全を期すこ

とにしております。 

 万一、違法採取や支払い遅延など条件違反

があれば、その時点で即時許認可の取り消し

処分を行ってまいります。さらに、取り消し

処分の永久措置を講じてまいります。 

 県としては、今後も、超過採取業者に対

し、厳しい姿勢で臨んでまいります。 

 以上です。 

 

○小宮自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 資料の27ページをお願いいたします。 

 干潟等の実態の把握についてでございます

が、一番下の欄、②の取り組み状況欄のう

ち、(3)と(4)でございます。 

 本年の７月３日に、荒尾干潟がラムサール

条約湿地に登録され、県内で初めて国際的に

重要な湿地として認められました。この湿地

登録を記念しまして、８月26日に、荒尾市な

どと協力いたしまして、荒尾干潟を題材とし

たシンポジウムを開催しております。 

 シンポジウムでは、県内外から多くの方々

に御参加いただきまして、荒尾干潟が人の生

活や希少な水鳥の生息を支えていることなど

が確認され、荒尾干潟の重要性について再認

識されたところであります。 

 今後とも、その重要性について広く周知し

てまいりたいと考えております。 

 自然保護課は以上でございます。 

 

○平岡水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 32ページをお願いいたします。 

 栽培漁業及び資源管理型漁業の推進として

の資源回復計画策定などの検討という施策で

ございます。 

 施策の概要等の①の提言の実現に向けた取

り組み概要ですが、平成23年度から資源管

理・漁業所得補償対策が導入されたことに伴

いまして、それまで取り組んできました資源

回復計画制度が平成23年度末で終了したこと

で、資源回復計画の内容を盛り込んで策定し

た熊本県資源管理指針に基づき、資源管理型

漁業を推進していくというものでございま

す。 

 なお、県海域を超えて広域に分布するガザ

ミやトラフグにつきましては、引き続き国が

中心となり資源管理に取り組むものでござい

ます。 

 平成24年度の取り組みについてですが、資

源管理指針に基づく資源管理型漁業の推進に
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資源管理計画の作成指導を通じて取り組むこ

ととしており、②の取り組み状況等に、資源

管理計画の作成を終えたもの、または作成指

導中の地区、漁業種類、経営体を記述してお

ります。 

 水産振興課は以上でございます。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 40ページをお願いいたします。 

 40ページは、連携強化のため、国へのリー

ダーシップの発揮や情報共有化のためのネッ

トワークの構築等の働きかけについてでござ

います。 

 一番下の②の取り組み状況欄をお願いいた

します。 

 (3)でございますけれども、昨年８月、有

八特別措置法が一部改正されまして、有明

海・八代海等総合調査評価委員会が６月19日

に約４年ぶりに再開されました。これまでの

各省庁における再生に向けた取り組みなどが

議論されておりまして、(4)に記載しており

ますが、この委員会の中に、生物・水産資

源・水環境問題検討作業小委員会と海域再生

対策検討作業小委員会の２つの小委員会が設

置されました。 

 今後、これらの小委員会におきまして、有

明海、八代海の再生実現に向けた検討が進め

られる予定でございます。 

 以上でございます。 

 

○平岡水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 44ページをお願いいたします。 

 諫早湾干拓事業に係る中・長期開門調査の

実施についてでございます。 

 施策の概要等の(1)でございますが、平成2

0年６月の佐賀地裁判決で５年間の開門命令

が出され、国が控訴する際に、当時の農林水

産大臣が、開門調査のためのアセスメントを

行い、開門調査も含めた今後の方策を関係者

の同意を得ながら進めていきたいと談話を発

表しております。県は、これに基づきまし

て、国が実施する環境アセスメントのそれぞ

れの段階において知事の意見を提出すること

となっております。 

 県といたしましては、有明海の環境変化の

原因究明のために諫早湾干拓事業の開門調査

が必要との立場で、②の課題のところに記述

しておりますように、県内の漁業者の中には

関門による漁業への悪影響を懸念する声もあ

るということを踏まえまして、環境アセスメ

ントを早急に実施するよう国に対して働きか

けを行ってまいりました。 

 (4)でございますが、平成22年12月８日に

福岡高裁で佐賀地裁判決が支持され、菅首相

が上告しない方針を表明し、判決が確定して

おります。 

 次に、平成24年度の取り組みの②の取り組

み状況ですが、平成23年10月に、国が公表し

た準備書に対し、関係市町や学識者の意見も

聞きながら、５月11日付で、ア）からウ）に

示した知事意見を提出しております。 

 ア）は、いずれの開門方法で実施する場合

でも、でき得る限りの保全対策を講じ、突発

的かつ不測の事態に迅速に対応できるよう準

備すること、イ）開門調査に当たっては、そ

の評価を含めて万全な調査体制を整備するこ

と、ウ）開門調査により本県水産業へ被害が

発生するなどの事態については、補償も含め

た対応策を講じることです。 

 その後、平成24年８月21日に、九州農政局

から環境影響評価書が公表され、これはおお

むね知事意見に対応した内容となっておりま

したが、ウ)の開門調査による被害発生の際

の補償に関しては明記されていないので、今

後も国に対して対応策を講じるよう求めてい

くこととしております。 

 今後の予定といたしましては、農林水産大

臣が90日以内に環境大臣の意見を踏まえて九
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州農政局に意見を提出し、その後公告を行

い、１カ月間の縦覧後に手続が完了します。

新聞によりますと、９月25日に環境大臣が農

林水産大臣に意見書をまとめて提出したとい

うことでございます。 

 今後、開門調査に係る対策等のための工事

等が実施され、開門調査が行われる予定とな

っております。 

 水産振興課は以上でございます。 

 

○中村博生委員長 次に、地球温暖化対策に

関する件につきまして、地球温暖化対策に関

する提言への対応についての説明をお願いい

たします。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 46ページをお願いいたします。 

 平成21年３月に環境対策特別委員会からい

ただきました温暖化対策に関する提言４項目

につきまして、現在の取り組み状況を各担当

課から順次御説明させていただきます。 

 まず、引き続き、環境立県推進課から御説

明いたします。 

 47ページをお願いいたします。 

 事業活動の取り組みの推進についてでござ

います。 

 １の提言の概要、２の平成24年度の取り組

みのうちの①取り組み予定につきましては、

さきの委員会で御説明をし、変更しておりま

せんので、説明を省略させていただきまし

て、48ページの②取り組み状況等の主なもの

を御説明いたします。 

 以下、各提言項目についても同様に説明さ

せていただきます。 

 それでは、48ページでございますが、ま

ず、(ア)は、条例に基づきます計画書制度の

運用状況でございます。 

 ①②③に、条例に基づきます３つの計画書

制度、それぞれの実施状況を記載しておりま

す。３つの計画書とも提出件数が増加してお

りまして、事業所の御理解が進んでいるもの

と考えております。 

 ①の事業活動温暖化対策計画書制度では、

参考・Ｈ22年度実績という欄に記載しており

ますが、冷暖房の温度設定などの電気機器の

運用改善、ＬＥＤ照明への更新などの取り組

みが行われております。 

 二酸化炭素排出量につきましては、平成21

年度比でとらえますと、3.7％増加という報

告がなされております。これは国全体の傾向

と同じでございまして、リーマンショック後

の景気回復期において事業生産活動が高まっ

たことが要因であると考えられます。しかし

ながら、事業者が定めます基準年度比で見ま

すと、２％減少という結果になっておりま

す。 

 そのほかの個別の説明は省略させていただ

きますが、制度全般にわたりまして着実に事

業者の方々の取り組みが促進されていると考

えております。 

 次に、49ページをお願いいたします。 

 (イ)の事業者への情報提供、支援について

でございます。 

 この夏は、電力不足が懸念された夏でござ

いました。このため、節電を含めました温暖

化対策の情報提供、周知啓発に努めました。 

 (a)の熊本県ストップ温暖化会員305団体へ

の呼びかけ、(b)(c)に記載しておりますよう

な事業者向けセミナーや研修会による情報提

供、啓発を実施しております。 

 また、(d)のライトダウンは、昨年度より

も１回ふやしまして、７回実施いたしまし

た。延べ3,295施設の参加を得まして、約２

万世帯分の消費電力の節電があったものと試

算しております。 

 また、(e)に記載しておりますように、節

電のアイデア募集を行いまして、他の節電情

報とともに県ホームページで紹介をいたしま

した。 
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 (f)の国の再生可能エネルギー等導入推進

基金事業を活用いたしまして、市町村などの

防災拠点や避難施設への太陽光発電設備、蓄

電池等の導入促進、(g)では、中小企業向け

省エネルギー設備モデル導入補助金によりま

して、中小企業におけるＬＥＤやスマートメ

ーターなどの省エネ設備導入促進の支援を行

っております。 

 事業活動における取り組みの推進について

は、以上でございます。 

 

○小原交通政策課審議員 交通政策課でござ

います。着席のまま説明させていただきま

す。 

 資料の52ページをごらんください。 

 公共交通機関の利用促進に係る提言につい

てでございますが、(1)ノーマイカー通勤運

動の強化等について御説明します。 

 (ア)公共交通機関利用促進のためのモビリ

ティ・マネジメントの推進につきましては、

(a)でございますが、子供たちが地域の公共

交通機関の利用を体験することにより、一人

一人の行動に結びつく環境活動への取り組み

を推進し、公共交通機関の利用促進につなげ

るため、公共交通機関を利用した県内小学校

の校外学習等への補助を実施しております。 

 (エ)電気自動車等の普及促進につきまして

は、(a)でございますが、普通充電器の設置

について、一般からの公募や各地域振興局か

らの推薦等を受け、設置候補地18カ所を選定

し、８月に設計委託を行いました。なお、今

年度末には、累計で急速充電器７台程度、普

通充電器51台程度が整備される予定となって

おります。 

 次に、(3)乗り継ぎの円滑化について御説

明します。 

 (ア)利用促進に向けた取り組みでございま

す。 

 53ページをお願いします。 

 (b)周知・広報といたしまして、９月22日

に、交通センターで開催されましたバス・電

車フェスタにおいて、広報活動を実施してお

ります。また、データ放送での情報提供も行

っているところでございます。 

 今後は、県政広報ラジオ番組での広報、特

定規模事業者への利用促進の働きかけ、駐車

場を運営している事業者への利便性向上に向

けた働きかけを行う予定でございます。 

 (イ)普及促進に向けた取り組み、パーク・

アンド・ライドの実施箇所の拡大でございま

す。 

 (a)ＪＲ宇土駅駐車場では、現在20台で暫

定的に運用されておりますが、本年10月には

整備が完了し、30台での運用が開始されると

聞いております。 

 (b)パーク・アンド・ライド駐車場の状況

でございます。 

 昨年同期８月末の時点で比較しますと、駐

車可能台数で16台、契約台数で47台、稼働率

で７ポイントの増加となっております。 

 (ウ)ＪＲ豊肥本線を活用した空港ライナー

の試験運行についてですが、４月から８月ま

で前年度の１日平均利用者数116人をすべて

の月で上回っており、順調に利用者がふえて

おります。 

 当課からは以上でございます。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 55ページをお願いいたします。 

 家庭におきます取り組みの強化でございま

す。 

 (1)のライフスタイルの転換に向けた啓発

といたしましては、事業者向けと同様に、こ

としは節電、省エネ対策について力を入れて

まいりました。 

 事業活動における取り組み推進と重複する

部分については、説明を省略させていただき

まして、太字の部分につきまして御説明をい

たします。 
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 (d)のグリーンカーテンの普及につきまし

ては、県庁を初め、30の県施設で設置を行い

ました。また、広く県民の皆様への普及を目

的といたしまして、県庁グリーンカーテンの

植えつけイベントですとか、(f)に記載して

おりますイベントなどで苗の配布を行いまし

たり、県庁グリーンカーテンの生育の様子を

ホームページに掲載するなどして、普及啓発

に努めました。 

 (f)のイベントにつきましては、国や熊本

市、九州電力と連携し、イベントの実施、チ

ラシの作成、節電の街頭キャンペーンなどを

行いました。来週末には、県主催の総ぐるみ

くまもと環境フェアをグランメッセで開催い

たします。 

 55ページの一番下でございますけれども、

国や九州電力の呼びかけに加えまして、県と

してもさまざまな機会を通じて節電を呼びか

けました。県民の皆様が主体的に取り組んで

いただいた結果、ことしの夏の目標でござい

ます最大需要電力平成22年度比10％削減が達

成されたところでございます。 

 56ページをお願いいたします。 

 (2)の(ア)でございます。 

 中小企業向け補助と同様に、家庭における

ＬＥＤやスマートメーターの省エネ設備導入

の支援を行っているところでございます。 

 家庭における取り組み強化につきまして

は、以上でございます。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課でございま

す。着座のまま失礼いたします。 

 58ページをお願いいたします。 

 森林吸収源対策の推進の②取り組み状況等

でございます。 

 (2)企業等の森づくりの促進といたしまし

て、県立図書館や当課で実施している森づく

りイベントにおきまして、一般の方々を対象

としたパネル展示やパンフレットの配布を行

い、普及啓発に取り組みました。 

 また、熊本県地球温暖化の防止に関する条

例による温室ガス排出量削減目標を達成する

補完的手段として認められている森づくり活

動による森林吸収量の認証につきまして、県

内で活動されている14の企業、団体に対し、

８月に認証書を交付いたしました。 

 また、県有林で取り組んでまいりました森

林吸収に係るオフセット・クレジットにつき

ましては、平成23年６月に認証を受け、10月

から販売を開始いたしました。販売可能量は

2,246二酸化炭素トンとなっております。な

お、これまでに43トンのクレジットを販売す

ることができました。 

 森林整備課関係は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○中村博生委員長 次に、報告事項でありま

すけれども、関連がありますので、熊本県総

合エネルギー計画の策定についての説明をお

願いいたします。 

 

○山下エネルギー政策課長 エネルギー政策

課山下です。着座にて説明させていただきま

す。 

 熊本県総合エネルギー計画案の概要につい

て御説明させていただきます。 

 熊本県エネルギー計画につきましては、今

定例県議会の提案に向けまして、６月の当委

員会において概要を御報告させていただいた

ところでございます。 

 提案の内容につきましては、６月の内容か

ら余り変わっておりませんことから、変更の

あった部分について御説明をさせていただき

たいと存じます。 

 資料のほうは、別添のＡ３判資料をごらん

ください。変更しておりますのは２点でござ

います。 

 資料１枚目の左上、策定の背景・必要性の

２つ目の丸の部分と、右下の数値目標の設定

の枠囲み、全体目標についてでございます。 
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 Ａ３資料の後ろにとじてありますＡ４資料

をごらんいただけますでしょうか。変更点と

してまとめております。 

 １つ目は、去る９月14日に、革新的エネル

ギー・環境戦略が策定されましたことから、

最近の国の動きとしまして時点修正を行って

おります。 

 次に、数値目標の設定につきまして「家庭

の電力消費量相当量くらいは、新エネの導入

促進と省エネの取り組み強化で賄えるように

県民総ぐるみで頑張る」としておりました

が、その方向性のもと、家庭の電力消費量相

当量を精査いたしまして、原油換算で100万

キロリットルと明確化し、県民総ぐるみで頑

張る全体共通目標として設定をしておりま

す。 

 以上が前回御報告との変更点でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○中村博生委員長 以上で執行部からの説明

が終わりました。 

 まず、産業廃棄物処理施設の公共関与に関

する件について質疑を行いたいと思います。

質疑はありませんか。 

 

○山口ゆたか委員 ２ページの周辺井戸の調

査についてお尋ねします。 

 未実施であった地区、今回９月に井戸の水

質調査を実施されたということですけれど

も、これで未実施だったところはすべてこの

水質の調査を終わったと理解しててよろしい

んですか。 

 

○中島公共関与推進課長 お答え申し上げま

す。 

 100％ではございません。一応希望される

方のみを――やっぱり依然として反対の方も

いらっしゃいますので、希望者のみをやって

おりますけれども、地区によっては100％の

地区、それから80％の地区とございますけれ

ども、希望される方々の中ではおおむね100

％を達成いたしております。 

 

○山口ゆたか委員 今まで、皆さんも積極的

に地域に入られて御同意いただくように努力

されておりますけれども、未実施のところも

引き続き努力いただきますよう要望しておき

ます。 

 以上です。 

 

○中村博生委員長 ほかにありませんか――

ないようですので、次に入ります。 

 次は、有明海・八代海の環境の保全、改善

及び水産資源の回復等による漁業の振興に関

する件について質疑に入りたいと思います。

何かありませんか。 

 

○鬼海洋一委員 ちょっと委員長にお願いし

たいんですが、２～３とりあえず確認したい

ことがありますので、その点少し時間をいた

だきたいと思います。 

 海砂採取の件です。 

 これは、せんだって熊日新聞で記載されて

おりましたけれども、この海砂利採取に関す

る要望書、特に覆砂用の要望書が漁連から出

たというぐあいに拝見をいたしましたけれど

も、まず、その内容がどういうものであるか

というのをお教えいただきたいと思います。 

 

○平岡水産振興課長 最近のアサリの資源の

減少に伴いまして、覆砂事業が非常に重要だ

ということで、削減計画の中で特例となって

いる覆砂の枠の拡大をお願いしたいというよ

うな、そういった要望でございました。 

 

○鬼海洋一委員 そうすると、覆砂用の砂に

ついては、県内砂をとってほしいという要望

でしょうか。 
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○平岡水産振興課長 県内産の砂が非常に効

果があるということで、県内産の砂をとって

ほしいということでございます。 

 

○鬼海洋一委員 それで、６月議会で、この

問題については本会議の中での一般質問が行

われました。そして、その中では、環境生活

部長がお答えをしていただいています。そし

て、その内容については、この特別委員会の

中でも審議されたわけですが、その際、きょ

うお見えの西岡委員のほうからは、その答弁

の内容について毅然たる態度でよく答弁をし

たと。これは、環境生活部長のみならず、農

林水産部長も含めて、そういうお話もいただ

いたわけですが、そのときの気持ち、答弁の

内容、それと、わずか、６、７、８、９、３

カ月しかたっていない状況でありますけれど

も、その答弁の内容について、環境生活部

長、この間、そのとおり心変わりはありませ

んか。 

 

○谷﨑環境生活部長 今、鬼海委員のほうか

らお話がありまして、答弁の内容につきまし

て、それからの心変わりはないかというお話

でございますが、私どものほうの部としまし

ては、これは県としてですが、有明海、八代

海、非常に極めて閉鎖的な海域でございま

す。そこにおける海域環境の保全をしていく

という思いについては、これはもう変わって

おりません。 

 そういう中で、先ほどの要望書の部分につ

きましても、今後、海域環境の保全と、それ

と、一方では特措法に入っております。一方

での水産振興ということのこれの兼ね合いを

どうしていくかということは、非常に悩んで

おりますけれども、少なくとも海砂利採取そ

のものが海域環境への影響を及ぼすものであ

るということは、もう我々としては考え方は

変わっていませんので、その予防的な措置と

して、これまで海砂利についての削減計画を

続けてまいりましたけれども、今後とも、こ

のような計画が必要ではないかという認識に

は至っておりまして、現在、その作業を行っ

ているというところでございます。 

 

○鬼海洋一委員 それで、今回、天祐海運の

新たな――今年度という限定はありますけれ

ども、採取の許可というか、これをなさいま

した。実は、この点についても、今申し上げ

ました一般質問の延長の中でも、６月、この

特別委員会で議論をされました。 

 その中で、実は奥薗課長のほうからは、平

成22年度に不許可した法人から再び採取申請

がありましたけれども、県といたしまして

は、違法採取業者と同一会社、つまりダミー

という議論があった、そういうものもありま

したけれども、今回の申請についても５月14

日付で認めないということにいたしましたと

いうことで、この委員会の中で、そういう御

発言をいただいているわけです。この委員会

のそのときの資料を取り寄せましたから間違

いないものだというふうに思っています。 

 ところが、同じこの天祐海運から出された

ものを、ある日突然、我々は寝耳に水といっ

たほうがいいというふうに思うんですが、許

可をされまして、そして今、林課長のほうか

ら御説明になったような状況のもとで、この

許可がなされているわけですね。 

 私は、今、その林課長のほうからお話があ

りましたけれども、例えば、法的なものとし

て、再登録といいますか、そういうことにつ

いては、それは一定の説得力はあるというふ

うに思うんですが、それを再登録されたもの

を、改めてその事業をそこに受注するという

行為については、先ほどの６月議会の奥薗課

長の答弁からして、これはちょっといかがな

ものかというふうに思っているんですね。 

 しかも、我々は随分議論してまいりました

のは、１度目の不法採取にもかかわらず、２

度にわたって、しかも極めて悪質な大量の不
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法採取をしてきたという事実のもとで取り消

しをして、一定のペナルティーを課して今日

に至っているわけでありまして、そうする

と、新たな登録に対しては、法的なものがあ

るとすれば、百歩譲って認めるという思いで

あっても、しかし、その業者に必ずしもそこ

でまた受注しなきゃならぬというものは法律

的には何もないわけですから、その意味で

は、県民感情からいたしますと、極めて大き

なギャップが、今回取り扱われた内容につい

てはギャップがあるのではないかというふう

に思っておりますし、これまで、先ほど部長

のほうからもお答えをいただきましたけれど

も、そもそもこの採取計画になぜ取り組んで

きたのかというような我々のかたい決意のも

とにやっているこの事業計画からすれば、極

めて大きなそごがそこにあるのではないかと

いうふうに思っておりますけれども、その辺

の整合性についてお答えいただきたいと思い

ます。 

 

○奥薗産業支援課長 ６月議会で、５月に天

祐海運から出されました申請につきまして不

認可といたしましたという御報告をしたとこ

ろでございます。これは26ページの資料でま

いりますと、まず、経緯の中で、採取業者の

取り消し処分、その下に、22年７月に１回や

りましたところで１回不認可としておりま

す。 

 ２回目のところでございます。このときの

不認可をしました理由、これにつきまして

は、再度になりますけれども、中段の項目、

これに基づいて不認可としております。この

場合、５月の段階では、その中段で申します

と、海砂利採取計画の採取枠、これにつきま

しては、24年度は３万ございますので、これ

についてはマルになってしまったわけでござ

います。 

 しかしながら、中段の砂利採取業の登録と

いう観点からいうと、まだ２年のペナルティ

ーの範囲内でございましたので、私どもとし

ては、それはダミー会社の天祐海運という名

義で来た申請ではなかったわけでございます

けれども、それと同等ということで、これは

明らかにバツであるというようなことで判断

をいたしたということでございます。 

 さらに、最後の土砂採取料の滞納につきま

しても、過料、不当利得返還金が滞納状態で

あるということをもちまして、それを理由と

いたしまして不認可とさせていただいたとい

うことでございます。 

 この議案につきましては、22年度７月のと

きには裁判にもなっておるところでございま

す。したがいまして、こういう状況、判断基

準を整理いたしまして、裁判にも負けないと

いうようなことを確認しながら、今私ども

は、その不認可をするかということで判断を

しているところでございます。 

 今回も、３カ月、４カ月の短い間に変わっ

たじゃないかという御指摘でございましたけ

れども、大きく変わりましたのは、ここにも

書いてございますように、ペナルティー期間

というのが終わっております。したがいまし

て、中段の表で申しますと、マル、バツ、バ

ツが、マル、マル、バツというような状況に

変化をしたということでございます。 

 最後のバツにつきましても、ここは河川課

の所管ではございますけれども、まだ分納―

―申請が出てくる前に、一応分納の申し出が

あったということでございます。その分納の

申し出を、じゃあ一括返済しないとだめです

よと、そこで拒否するかというようなお話で

ございます。 

 そういうことで、もし拒否をして、その拒

否をしたことを理由に、最終的には、あな

た、その滞納があったから、それを理由に不

認可とすると、そういうことは多少無理があ

るというような判断があったということでと

思われますけれども、そういうことで粛々と

法に照らしまして作業をしてきた結果、こう
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いうことになったというように私としては理

解をしておるところでございます。決してそ

の姿勢が変わったということではございませ

ん。済みません。 

 

○鬼海洋一委員 何か聞く私にとっては、詭

弁を弄されているのではないかという思い

を、まずいたします。というのが、もともと

ここは、１回、２回、その２回については極

めて悪質だったという。我々委員の中でも、

相当の怒りの中で、この処分が課されました

し、そして、その処分に基づく、いわゆるペ

ナルティーが課されてきたわけです。これ

が、一つの期間が過ぎたから、じゃあその事

業を認可していいかというぐあいに考えてみ

ると、しかし、それは、これまで義務あるい

は責任というものを100％果たしてきている

状況であれば、また少し議論も違うんだろう

というふうに思いますけれども、滞納がある

から、県として、滞納をとるためには、多少

それを生かして滞納を取り損なわないように

しなきゃいかぬというような、そういう意図

があるんじゃないかと。そういう思いの中

で、それでいいのかどうかという。これはま

さに県民感情、県民の常識とのギャップとい

うのがあるんじゃないかというふうに思って

いるんですが、その辺についてはいかがです

か。 

 

○林河川課長 ただいま、鬼海委員のほうか

ら、未収金の回収のためとしか見えないみた

いな御趣旨の御発言がございましたけれど

も、今回の県議会に当たりましては、３点、

今奥薗課長のほうからも御説明がありました

けれども、砂利採取業の登録取り消し期間、

これが終了したということが１点、それから

地方自治法に定めております分納要件、これ

を満たすと判断されたことが２点、それと削

減計画の採取枠があると、この３点、いわゆ

る関係法令の要件が整ったことから許認可し

たということでございます。 

 一方で、違法採取を行った業者に対しまし

て、過料ですとか、不当利得返還金、これの

全額納付を厳しく履行させるということは、

これは処分を行った県の責務でもあるという

ふうに考えております。時間をかけてでも、

どこまでも追いかけて全額納付を求める姿勢

と、こういうものを示すことは、ほかの業者

への抑止力にもなるというふうに考えており

ます。 

 

○鬼海洋一委員 この件については、今私の

意見を申し上げました。あとまた委員の方々

もあると思いますから、この件についてはこ

れで終わるというふうに思いますが、先ほ

ど、第１点の漁連のほうからのこの覆砂用の

砂については、県内産を採取してほしいとい

う要望があったというふうにお聞きいたしま

した。 

 それから、６月議会のあの一般質問の中で

もちょっと気になる点がありましたのは、こ

の削減計画は、多くの漁業者と県内関係者の

生活がかかっているということを、よもやお

忘れになっているのではないでしょうねと、

こういうくだりがあっております。というの

は、こういう状況を少し私なりに判断をいた

しますと、その漁業者の皆さん方が、すべて

ではないというふうに思うんですが、この海

砂利の削減計画について余りよく思っておら

れないのかなというふうに考えざるを得な

い。 

 しかし、これは私たちが長年取り組んでき

まして、この委員会の中でも、提言書を出し

たり、国に対する要望、特に有八の法律をつ

くるという意味でも相当な取り組みを行って

まいりました。その中で、主要な取り組みの

一つとして、この海砂利については環境負荷

に極めて大きな影響があるということから、

せんだっての答弁の中でも部長自身言われま

した。予防的措置としてやらざるを得ないと
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いうような判断で、この削減計画は始まった

わけです。 

 漁業者の漁場の改善を求める、そのための

非常に大きな柱として取り組んでいる課題で

ありますが、そういう私どもの思いと漁業者

との間で、少し思いのギャップ、誤差がある

のではないかというふうに思っております

が、そういう陳情があったときには、そうい

う思いについても御説明いただいたのかどう

かということについて、ちょっと御質問申し

上げたいと思います。 

 

○鎌賀水産局長 水産局の鎌賀でございま

す。 

 要望がありましたのは、有共第21号管理協

議会という漁業権を管理する各漁協、16漁協

ございますが、そこからの要望書が出てきて

おります。 

 内容は、先ほど水産振興課長のほうから申

し上げましたとおり、覆砂を継続してやりた

いと。要望の中には書いてございませんでし

たけれども、県内産の砂がアサリにとっては

非常に有効なので、県内産をぜひお願いした

いというふうな話でございます。 

 なぜこういったことになったかといいます

と、平成19年、20年、4,000トンから5,000ト

ンぐらいのアサリがとれておりましたけれど

も、平成22年度になりまして700トン台に漁

獲が激減しております。いろんな原因はある

とは思いますが、平成12年のノリの不作があ

って、その後の緊急対策ということで大々的

に覆砂事業をやっております。そういったも

のの効果が若干薄れてきたのかなというの

と、あとまた環境の変化がいろいろあって落

ちてきたというふうなことが考えられており

ますけれども、こういったアサリの漁獲量の

減ということを踏まえて、有明海の漁業者、

特にアサリをとっているところを主体にそう

いった漁業者から要望が出てきたということ

でございます。 

 私どものほうから伝えました話としまして

は、県としては、有明海、八代海の再生を第

一に考えたいと。ところが、アサリの激減、

それと砂をとることは相反することになるこ

とかもしれませんが、最小限の必要な覆砂と

いうのはやっていくべきだというふうなこと

で、この要望にはお答えをしているところで

ございます。 

 漁業者も、当然、有明海、八代海の再生と

いうのは、強い思いを持ってこれまでも要望

されております。県としても、同じ思いで臨

んできているところでございます。 

 

○鬼海洋一委員 先ほどちょっと申し上げま

したように、この前の発言の内容を含めまし

て、漁業者の皆さん方が、我々がやっている

この事業に対して、本当に環境負荷の軽減を

していくということからやられているという

ような認識というのが本当にあっているんだ

ろうかどうだろうかということが、まず、私

の気持ちの中では少し違うんじゃないのとい

う思いもあったものですから、あえて今そん

なお話をいたしました。 

 これは、ぜひ部長にお願いしておきたいと

思いますが、もう一回この原点に立ち返っ

て、なぜこの事業が始まったのかと。実は、

十数年前、その当時、全国的にこの海砂採取

問題については議論になりました。非常に大

きな注目を集めたことです。 

 例えば、その当時、瀬戸内海水域について

は、全部廃止しているんですね。最初、廃止

するというところまで各県は対応している状

況のもとで、そういうものを勘案しながら、

さっきお話があったように、業者の致命的な

経営的な問題を起こすわけにはいかぬわけだ

から徐々に削減をしようということで、この

５年間やってきたわけでありまして、そうい

う意味で、もう一回、各部内におかれまして

も、多少そういう思いの違いが出てきている

のではないかというような思いもいたすわけ
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ですから、私は、もう一回この原点に立ち返

って、この採取に対する意見、意思の統一を

お願いしたいというのが、まずお願いです。 

 それから、もう一つは、私もここでやめま

す。やめますが、いよいよ５年間が24年度で

終了いたします。25年度以降の、この採取計

画に対する取り組みが始まります。この辺の

一つの何といいますかね、推移と計画といい

ますか、どういうぐあいにやられていこうと

しているのか、最後にお尋ねをいたします。 

 

○谷﨑環境生活部長 今委員のほうからお話

がありましたように、この海砂利の削減計画

につきましては、平成12年、閉鎖的なこの有

明海、八代海、我々にとっては宝の海でござ

いますけれども、その海が非常に異変を生じ

た状況の中で、現地を委員の方々に確認して

いただき、そしてまた、その再生に向けて、

何とかこれはしなきゃいけないという思いの

中で、今回は削減計画が20年度策定されて、

それから進めさせていただいている状況でご

ざいます。 

 これまでのそういった取り組みの経緯とい

うものを、きちっと我々としては踏まえなが

ら、今後の私どもの計画の中にも、その必要

性は今後またお諮りいたしますけれども、ぜ

ひ、そういう考え方、そういう熱い思いとい

うのを我々としても反映していかなきゃいけ

ないなという思いは、委員のほうからお話が

ありまして、そういうふうなことを再認識さ

せていただいたところでございます。 

 冒頭に申し上げましたように、６月に私が

答弁いたしました気持ちには変わりありませ

んし、また、その当時の思いに対して何とか

応えたいということで、計画の策定状況につ

きましては、後ほど環境立県推進課長のほう

から概略で御説明させていただきますけれど

も、必要性については、我々としても、これ

までどおり特措法にいう海域環境の保全とそ

れから水産振興という観点、この均衡の中

で、予防的な措置としての計画を引き続き何

らかの形でつくっていかなきゃいけないなと

いう思いと、それから今申し上げましたよう

に、議会からの熱い思いの中でのいただいた

提言、これを踏まえてやっていかなきゃいけ

ないという気がしております。 

 そういう中で、今関係課のほうで、これま

での計画の検証を行っております。そういう

中で、課題となっている部分を踏まえなが

ら、新たな計画の中で、先ほど言いましたよ

うに、どういった形で、その水産振興とそれ

から海域環境の保全の均衡を持っていくかと

いうことで、それについて今苦慮しておりま

すけれども、新たな計画を何とか提案できた

らなということで作業を進めているところで

ございます。 

 立県課長のほうから何かありましたらお願

いいたします。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 今部長からお話を申し上げましたように、

今、許認可の関係課、それから私ども環境担

当課で検討しておりますし、関係局長の会議

も開きながら検討を進めているところでござ

います。 

 部長からもお話し申し上げましたように、

この計画というのは、そもそも平成12年のあ

の赤潮の被害に端を発した、この有明海、八

代海の再生、それに取り組んでいく上での一

つの取り組みでございます。 

 そういった認識を持って、私どもとして

は、この検討の中心には、この有八特措法の

目的、海域環境の保全、改善をどうやって図

るか、それから、水産資源をふやして漁業振

興をどうやって図るか、これが基本的な視点

でございますので、先ほど覆砂事業の要望の

お話もございました。これをどう取り扱って

いくのかというのも難しい問題だと思ってお

りますけれども、そういった視点をしっかり
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と中心に据えて、今後も関係課で連携して、

できるだけ早く御相談できるように検討を進

めてまいります。 

 以上です。 

 

○中村博生委員長 ほかに。 

 

○西岡勝成委員 今鬼海先生の質問、大体全

般一緒で、疑問と不満は、今度の決定に関し

て、あります。ただ、有八の委員会ができて

から、ずっと私は環境に所属していますけれ

ども、矛盾を感じてきたんですね。片一方

は、骨材をとられ、骨材が必要。新幹線の建

設もありました。片一方じゃ、水産振興。要

するに、それをバランスよくどうやってやっ

ていくかということを考えながらやってきた

んですね。 

 ただ、もう骨材が余り必要じゃなくなった

なら、わざわざ産業支援課とかそういうとこ

ろには置かぬで、もう水産振興課か、そっち

に回すと、この砂をとって、こっちに移した

ら、どれだけ海の環境に影響があるのか、こ

っちに持ってきたら、どれだけアサリが再生

できるのか、そういうのを含めて、水産の中

でやればいいと思うんです。もう骨材が要ら

ないなら、わざわざ産業支援課に置く必要は

ないです。どうですかね、その辺。 

 やっぱり量もあるし、どれだけ――三角の

ほうでは、もう反対してとれないわけですか

らね。漁協がとらせないということは、それ

だけ海の環境に悪いと思ったから反対しよる

わけですから、有明がどう思っているのか、

それを全体的に考えてやっぱりやるべきだと

思うんです。もう水産のほうでやったほうが

筋道は通っていくような感じがするんです

よ。どうですかね。今度、計画を新しくつく

るでしょう。つくるときに、産業支援課が何

でここにかかわってくるのか、わからぬも

ん、骨材が要らないなら。（「同感」と呼ぶ者

あり） 

 

○高口新産業振興局長 海砂利に関する砂利

採取法の許認可を水産のほうに移してはとい

う御提案かと思います。 

 組織的なものも関係してまいりますので、

もともと私ども握っております砂利にしても

砕石にしても、骨材ということに関して言う

と、土木の資材ですので、私どもが持ってい

るべきかというのはもちろんございます。こ

れはもう従前から庁内でも議論していること

でございます。 

 また、今の御意見を踏まえて、少し、どう

したほうが一番よろしいのかというのについ

ては検討してまいりたいと思います。 

 

○西岡勝成委員 平成25年度から新しく採取

の計画をつくるなら、もうこの段階からいろ

いろ――私は矛盾を感じていた、ずっと前か

ら。片一方では骨材、片一方では海の環境と

いう、バランスをとりながら削減計画をやっ

てきたんだけど、もう骨材が正直再生できる

ということであれば、これは水産振興に任せ

たほうがいいです。局長、どう。 

 

○鎌賀水産局長 水産の中では、先ほど鬼海

委員がおっしゃいましたように、環境の面、

あるいは水産振興の面、自己矛盾を抱えてい

るような形で、一方ではアサリをふやした

い、一方では環境を守りたいという形でやっ

てきているわけでございますけれども、削減

計画、あるいは骨材の問題、どうするかとい

う問題はまたさておきまして、水産の立場か

ら申し上げさせていただきますと、何とか水

産振興のための最小限の砂はとらせていただ

きたい。それも漁業者の願いでございますの

で、そういった方向で、この削減計画、来年

度から改定する、あるいは見直す中で、意見

としては今発言をしているところでございま

す。 
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○西岡勝成委員 やっぱりそのときに、ここ

の砂をどれだけとったらどれだけ環境負荷の

影響が出てくるのかというのは、それは水産

のほうが一番わかると思うんですよ。だか

ら、ただこっちでアサリがふえたけんという

と、ならこっちが減っていいのかと。同じ海

の中と考えればというような話もあるけれど

も、全然違う場所に持っていくわけですか

ら、その理論は余り通じないと思うし、その

辺をやっぱり考えられるのは、水産振興の立

場からもう統一して考えるべきだと思います

ので、その辺は要望ですけれども、今度の計

画を含めて、庁内で……。 

 

○谷﨑環境生活部長 まとめにならないかも

しれませんが、今西岡委員のほうからおっし

ゃっているものについては、採取目的の問題

だろうと思います。一応水産サイドのほうで

は、覆砂用の採取については最小限何とか認

めてもらいたいという思いがもちろんありま

すし、今西岡委員のほうからありましたよう

に、それを採取して骨材に利用することはい

かがなものかという御意見だろうと思ってお

ります。 

 それで、新たな計画、これあたりもまた御

説明いたしますけれども、その計画の中で、

可能であれば、そういう採取目的の部分につ

いても、我々としては、これまでの状況を踏

まえ、検証した上で、再度そういった意味で

の御提案をさせていただきたいと思いますの

で、今の御意見については御要望ということ

でございますが、受けとめさせていただきま

す。よろしくお願いします。 

 

○髙野洋介委員 確認なんですけれども、海

砂利が建設資材でゼロになるということは私

は考えられないんですけれども、先ほどの議

論を聞いていると、水産に全部回せという議

論は、私は少し乱暴な気もいたしますような

気もしますけれども、土木の方々にお伺いし

ますけれども、海砂利はコンクリートとかい

ろいろなものには多分使われていると思いま

すけれども、新幹線の事業がなくなったから

といってゼロになることではないと私は認識

しておりますけれども、県の執行部の認識を

お尋ねします。 

 

○西田土木技術管理課長 土木技術管理課で

ございます。 

 昨年、産業支援課のほうで骨材の実態調査

をいたしました。その中で、いわゆる建設資

材の材料となっている骨材ですけれども、大

体平成22年度で、全体で必要量が約100万ト

ンということですけれども、それが全部骨材

が使われているわけですけれども、それは個

別に申し上げますと、県外海砂、おか砂と海

砂が大体半々ぐらい。海砂の内訳といいます

と、その８割ぐらいが、大体いわゆる県外

産、主に長崎県あるいは佐賀県沖から仕入れ

るということでございます。 

 ちなみに、県内産のほうは、全体の大体５

％ということで、量はそんなに多くないんで

すけれども、実態としては、海砂がいわゆる

建設資材として重要な役割を占めているとい

うことは事実でございます。 

 

○髙野洋介委員 そういった面も踏まえて、

きちんと県として考えていかないと、そっち

方面ばかり行ってしまうと、私は、反面影響

があるところも多々出てくると思いますの

で、そこら辺は産業支援課が窓口になるので

あれば、私は、そこら辺まできちんとこうい

う特別委員会のときに説明をしながらしない

と、これで私が言わなかった場合には、水産

課が全部仕切るような形になると、非常に建

設関係も困ると思いますので、そこは一回し

っかり今後答弁のときには気をつけながら、

土木が必要なときには土木の人が手を挙げ

て、そうじゃありませんよということもはっ

きり言わないと、いろいろと影響があります
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ので、そこは今後やっていただきたいと思っ

ております。 

 以上です。 

 

○城下広作委員 いろんな論議を聞いてて、

大事なのは、有明海再生で譲れないものと譲

れるものという基軸がしっかりしないと、あ

れは要る、これは使うというんだったら、有

明海再生というもともとで、何を守るのが大

事、何をどう規制するのが大事という軸がぶ

れると、あっちに欲しい、こっちに欲しいと

なりますから、有明海再生を求めるというの

であれば、何と何は規制をしていかなきゃい

けないということをしっかり確実にぶれずに

決めないと、覆砂に要る、骨材に要るという

形で、堂々めぐりになりますよ、これは。 

 だから、有明海再生に対しては、これとこ

れは絶対譲れないということをはっきりした

形で県がそのことを持っておかないと、何か

もう一つ一つこれも欲しいこうしてください

と言えば全部ぶれてしまうから、これの基準

をしっかり確認する、これが一番大事だと思

います。 

 だから、先ほど部長が言われたように、そ

のことを踏まえて今後検討し、この部分で、

覆砂だったら、覆砂といいますか、最終的に

有明海の中で砂をとるんだったら、幾らまで

はとれるけどそれ以上さわったらもっと環境

がおかしくなると言えば、それは幾らだとい

う数字を決める。それが幾らかはわかりませ

ん。今から論議すればいいことですから。 

 だから、そういう部分で、何も欲しいかに

も欲しいというのがいっぱい出てくると思い

ます。やっぱりしっかりとそういうことの基

軸を持っていただきたい。そこから論議をす

るしか、これは結果的にずっとお互いの言い

分があるから難しいと思いますよ。 

 

○山口ゆたか委員 私も、有明海、八代海の

再生に向けて、質問も２度ほどさせていただ

いているんですけれども、今城下先生が言わ

れた軸というのが、やっぱり皆さんといつも

詰めるわけですよね。どういう海域環境が我

々が望むものなのか、そしてどういう保全を

施しながらそういった海域環境をつくってい

くのか、これはもう永遠の課題であるという

ふうにも思っております。 

 そういった中で、今後、有明海の再生、保

全、そういったものに向けた一つの策とし

て、海砂利の採取も掲げてあるわけですけれ

ども、ひとつ委員長にもお願いしたいんです

が、ちょっと記憶が定かではありませんが、

最近の新聞報道で、貧酸素水塊が、有明海の

熊本県側じゃありませんけれども、確認され

たなどという報道がありまして、今の有明

海、八代海の状況がどうなっているかという

情報提供も、やはりこういった委員会の場で

必要ではないかというふうに感じております

ので、そういったところも委員長御配慮いた

だいて、準備いただければと要望しておきま

す。 

 

○岩中伸司委員 関連で。 

 ちょっと不思議だなと思うことで、さっき

説明をいただきましたが、この海砂利採取の

業者というのは、最初からこの環境なんて無

視して利益ばかり求めていく業者ばかりかな

というのを感じるんですね。 

 先ほどの説明の中の最後の許認可後の対応

ということで、特別監視体制、こんなことを

しなくちゃならぬような、そういうところに

この許認可をおろして事業をさせていくの

は、本当、この県民目線からいえば常識で考

えられないことですけれども、この辺はどう

なっていますかね。 

 

○奥薗産業支援課長 今回の許認可につきま

しては、いろいろな経緯がございまして、も

う二度と不祥事させない、こういう違反行為

があってはならないということが最低限度の
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前提だということでございまして、我々も、

許認可、３課ございます。河川課と水産振興

課、それから私ども産業支援課でございま

す。ここが、どうしたらそれを防止できるか

ということを徹底的に議論いたしまして、現

在、機械の監視というようなことも取り入れ

まして、それを徹底するということでやらせ

ていただいております。 

 確かに、先生がおっしゃるように、そもそ

もおかしいんじゃないかという御疑念もあろ

うかと思いますけれども、それ以上に、これ

以上の違反行為をさせないということを前に

出した結果ということで御理解いただきたい

と思います。 

 

○岩中伸司委員 しっかり、これまで非常に

法に違反して、もうでたらめな採取の仕方を

やってきた、それを前提とするような――今

課長の説明はわかるんですよね。そういうこ

とがあっちゃいかぬので監視体制をしっかり

すると。それを前提として業者がそのまま仕

事を進めていくということに、非常に、疑問

以前の問題として、この世の中どうなっとる

のかなと。一番根本なところだと思うんです

ね。そんな体制を県としてしかなければなら

ない業者ばかり大体いるんですか。まともな

人はいないんですかね、海砂利採取は。 

 

○奥薗産業支援課長 海砂利は、使われれ

ば、先生がおっしゃるように骨材として使わ

れます。今回、残念ながら被害が出ましたけ

れども、その河川を守る堤防をつくるのもコ

ンクリートでございます。その資材として有

効活用をしております。 

 さらに申しますと、八代海では、漁民と共

生と申しましょうか、だんだんだんだん干潟

でございまして、漁港まで行くのに底がつか

えるというような状況になります。そのとき

に、やはり作澪といって航路をつくると。そ

ういうことにつきましても、そういう形で漁

民の方と共生をしながら地道に商売をされて

いる、そういう業者もありますので、決して

そういうような御認識じゃないようにお願い

をしたいというふうに思っております。よろ

しくお願いいたします。 

 

○岩中伸司委員 今課長の説明のようなです

ね、私は、やっぱり良識的な業者に任せない

と。例えば、この特別監視体制には、これは

幾らぐらいまた財政が要るんですか、これ

は。いろんな装置をつけるというのは、もと

もとこういうのはあるんですか。機械監視、

人的監視。 

 

○林河川課長 今回、特別監視体制というこ

とで、監視カメラ、それと携帯のＧＰＳ装置

をするようにしております。監視カメラにつ

きましては、２台、合計で100万円、ＧＰＳ

につきましては、３万5,000円程度という状

況でございます。 

 

○早田順一委員 条件違反をしたら、また取

り消し処分ということになりますけれども、

ちょっと確認なんですけれども、ただ単なる

取り消し処分なんでしょうか。それとも、半

永久的にもう取り消しするんだという……。 

 

○中村博生委員長 これは奥薗課長でいいん

ですか。 

 

○奥薗産業支援課長 もうここに至ります

と、もうこれが最後の最後だというような認

識でおります。済みません、私どもが所管し

ております砂利採取法上で申し上げれば、こ

れは羈束行為でございますので、もしあった

場合は、２年間が最長でございます。その

後、再度、業の登録ということで言ってこら

れれば、これは羈束行為でございますので認

めざるを得ません。ただ、県の許認可の仕方

といたしましては、私どもではなくて河川課
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もおられますので、そういった全体の中で、

こういう、もうこれが最後ですというような

ことは担保できるというふうに思っておりま

す。よろしゅうございますでしょうか。 

 

○早田順一委員 しかし、２年間の最長のペ

ナルティーをクリアすれば、違法じゃないわ

けですね。だから、許可はできるわけです

ね。法的にできるけれども、県としてはしな

い……。 

 

○奥薗産業支援課長 要するに、私どもの許

認可の中で申しますと、まず、これは私有地

ではございませんので、公の砂をとるという

ことでございますので、河川課のほうで、そ

の公の砂をとることはできないということを

言えば、それを前提として私どもは許認可を

おろさないということは可能になります。さ

らに申しますと、海砂利の方針でございま

す、ここでとらないという大方針を決めてい

ただければ、それはとらないというような話

になろうかと思います。 

 

○早田順一委員 確認ですけれども、３度目

はもうないということですね。 

 

○奥薗産業支援課長 はい、さようでござい

ます。 

 

○髙木健次委員 私も関連しますけれども、

大変、この再許認可といいますか、22年、24

年、２カ月して許可をおろしたということは

非常に甘いという感じがいたしますけれど

も、先ほど岩中先生も言われたとおり、この

特別監視体制に本当に人的あるいは金銭的に

余分な金がかかるということで、全く無駄な

支出等じゃないかなという感じがいたします

が、ちょっと整理するために、天祐海運がと

り過ぎた分の量と、それに対する不当利得

権、それと過料、これは幾らずつなんです

か。ちょっと金額を教えてください。金額と

分量。 

 

○林河川課長 河川課でございます。 

 河川課が行いました処分といたしまして

は、２つございます。一般海域管理条例に基

づきます過料処分、それと民法によります不

当利得返還金請求と２つございます。 

 

○中村博生委員長 声が小さいみたい。 

 

○林河川課長 まず、不当利得返還金につき

ましては、徴収を免れた額、これは約3,700

万円ございます。これに支払いが完了するま

での利息を加えた額ということになります。 

 それから、過料につきましては、県の情報

公開条例に規定されております不開示情報に

当たりますので、これについては公表は控え

させていただきます。 

 返還状況につきましては、県のほうでも早

急な納入指導というものを行っておりまし

て、22年度から、不当利得金については、毎

月計25回にわたりまして一部の納付が継続的

に行われております。 

 それから、過料につきましても、今回一部

納付が行われております。具体的な金額につ

きましては、個人情報に係る問題になります

ので、公表については控えさせていただきた

いと思います。 

 

○髙木健次委員 3,700万ほかいろいろある

ということですが、大体、ちょっと私が耳に

したところでは１億ぐらい、合わせれば以上

あるんじゃないかなという話も聞いています

けれども、24年度分に限りは承認、分納がと

いうことですけれども、25年度以降ですよ

ね、どういう計画を立てておられるのか。毎

月幾らという決め方になるのかなと思います

けれども、おおよそ県が把握しているすべて

の金額の総額を払い終わるのに何年かかるん
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ですか、大体。 

 

○林河川課長 現在いただいております分納

計画につきましては、先ほど申し上げました

ように、24年度分に限り承認しているという

状況でございます。今詳細な分納計画の内容

につきましては、これは個人情報に当たりま

すので公表は差し控えさせていただきますけ

れども、おおむね５カ年間を目途に返還する

という計画ではございます。 

 

○髙木健次委員 なかなかはっきりしたあれ

が出てきませんから判断しにくいんですけれ

ども、一番最後に、監視体制をやって、いろ

いろな違法採取、支払い滞納などで見つかっ

たときには、もう許認可取り消し処分と、大

変強い何か言葉が出てきて、いいように感じ

ますけれども、じゃあここで、もう１つでも

ちょっと支払いがおくれたら処分を取り消し

でしょう。取り消しですよね、許認可を。取

り消した後は、１億以上あるお金はもう取れ

ないということですよね。そういう認識でい

いんですかね。 

 

○林河川課長 県といたしましては、今回の

許認可に当たりましては、３度目の違法採取

は許さないという覚悟で臨んでおります。違

法採取を行った場合には、先ほどから話があ

りますように、永久措置を行うということを

相手方にも通告しております。 

 具体には、分納計画と、まず許認可を、こ

れを取り消します。期限を切って、過料、そ

れから不当利得返還金の一括請求ということ

を行うことになります。期限内に納付がない

ということになれば、過料については、国税

徴収法の例によって、差し押さえ、競売、い

わゆる強制執行を行うということになりま

す。 

 

○髙木健次委員 そういう場合には、強制執

行という形になると思いますけれども、今ま

でほかの分野のあれを見ても、そういう形で

裁判とかやっても、なかなか払えないものは

払えないという形で、少しでも払ったらそれ

でよしとするという形式が多いんですね、今

までやり方が、対応が。ですから、非常にそ

の辺は、やっぱり県の行政、皆さんがしっか

りと考えていかないと、滞納はあれとして、

今度は全然取れないというほうにつながって

県の財政にも非常に大きな影響を与えますか

ら、しっかり考えとってください。 

 それと最後に、監視体制が厳しいというふ

うになりますけれども、県外へ流出、これは

熊本県の漁業振興ということには全くつなが

らないんじゃないかなというふうに思いま

す。これも監視体制でやるというようなこと

でしょうけれども、県外への流出等は特にし

っかりと監視をしていただきたいというふう

に思っております。 

 以上です。 

 

○早川英明委員 今それぞれの先生方の意見

を聞いていますと、結局、これはもう許可を

して採取をさせぬなら金は取れぬということ

ですたいね、早い話が。どうですか。 

 

○林河川課長 収益がないと、当然返還もで

きませんので、そういう形にはなろうかとは

思いますけれども。 

 

○早川英明委員 はい、よかです。 

 

○中村博生委員長 いろいろ委員の皆さん方

から御発言いただきました。 

 許認可については、本当にそれぞれ同じ思

いだろうと思っております。そういった中

で、するほうは、要件が満たせば許可をしな

いといけないという部分もございますし、い

ろんな複雑な思いといいますか、あったろう

かと思いますが、いろいろ出ました。 
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 特別監視、ここまでせなんとかというこ

と、これは皆さん方の気持ちのあらわれだろ

うと思います。今後させないためにも、こう

いった体制をするのも、異常じゃありますけ

れども、しなきゃならぬ。これはやっぱり委

員の皆さん方は御理解いただきたいと思いま

すし、次期計画も今策定中ということでござ

います。 

 先ほどもお話ありました。水産だけにと

か、工業骨材とかは土木の方がおられるのは

そういったこともあろうし、県内でどういっ

た今の状況下もわかりませんけれども、いろ

んな情報を取り寄せておられると思います。

そういった中で新たな計画ができていくもの

と思っておりますので、有明海、八代海の環

境を守るためにも、よりよい計画が私はでき

てくるのであろうと、皆さん方は期待をされ

ておられると思います。 

 そういった中で、いろんな情報もそれぞれ

の委員会にも流していただいて、委員会とし

て、よりよい次期計画になるように万全な体

制でやっていきたいと思っておりますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、この件については、よございま

すか。 

   （「はい」と呼ぶ者あり） 

○中村博生委員長 それでは次に、地球温暖

化対策に関する件及び関連報告の熊本県総合

エネルギー計画について質疑を行います。何

かありますか。 

 

○東充美委員 ＪＲ豊肥線のところですか

ら、これは公共交通機関かな。 

 53ページの部分の空港ライナーの件ですけ

れども、先ほど説明がありましたけれども、

１日45便のジャンボタクシーで、１日平均大

体110から130名で、確実にふえていると言わ

れたけれども、余りふえてはいないと思うん

ですけれども、45便ということは、往復合わ

せれば90になるんですか。 

 

○小原交通政策課審議員 交通政策課でござ

います。 

 45便の内訳でございますが、肥後大津駅か

ら阿蘇くまもと空港へ向かいます便が23便、

それから、逆にくまもと空港から肥後大津駅

へ向かう便が22便ということで、合計の45便

でございます。 

 

○東充美委員 往復45便ですね。 

 

○小原交通政策課審議員 往復ということで

言いますと、22.5往復といいますか、そうい

う形になります。 

 

○東充美委員 これは何といいますか、利便

性があるということと、地球温暖化のために

公共交通機関を使いましょうというイメージ

の中に載っているんですけれども、これは万

が一のときには、便の中で一番少ないときは

１人とかゼロとかもあるんですか。 

 

○小原交通政策課審議員 はい。少ないとき

にはそういう便もございます。 

 

○東充美委員 あるということは、結局空で

走らせるということになると、温暖化には逆

行するのかな。 

 

○小原交通政策課審議員 そういう便があれ

ば、確かに、二酸化炭素の排出量という観点

からは、さほどの効果はないということには

なろうかと思います。ただ、現実問題といた

しまして、例えば早朝の便は、熊本空港発の

利用者の方のために肥後大津駅から空港まで

向かいまして、帰りはまだ飛行機からおりて

くるお客様がいらっしゃらない時間帯なもの

ですから、そういう場合には回送という形で

駅まで戻ってくるということもございます。

そういったことも含めまして、ざっとですけ
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れども、二酸化炭素の排出量をはじいており

ます、そういう空で走る回送の分も含めて。

それによりますと、大体20％ぐらいのＣＯ２

の削減になっているんじゃないかというふう

には考えております。 

 

○東充美委員 苦しい答弁だったと思うんだ

けれども、空の場合が結構あるとちょっと聞

いとったものですから。 

 それと、結局、これは費用対効果という形

があるけれども、これは2,400万ぐらい、こ

れは県が出していると。全体的には、どこと

どこが、まだ出しているところがあると思う

んですけれども……。 

 

○小原交通政策課審議員 51ページに、予算

額、右のほうに欄がございますが、豊肥本線

を活用した空港ライナー運行事業、これが2,

440万でございます。これは県が負担してい

る金額でございまして、今年度は、任意の組

織をつくりまして、そこに県が負担金を負担

するという形で運営をしております。県のほ

かには、空港ビルディング、それから大津

町、それから空港環境整備協会のほうからの

負担金もいただいております。 

 

○東充美委員 というと、総額では……。 

 

○小原交通政策課審議員 運行委託費としま

しては、3,150万円でございます。 

 

○東充美委員 3,150万も使って空もあると

いうことですね。これはちょっとＰＲを考え

ないと、ちょっとおかしいというか、地球温

暖化にも逆行するし、費用対効果としても、

3,000万も打ち込むということであれば、少

しあれせぬともったいないような感じがしま

すけれども、ちょっと何かＰＲ効果を考えて

ほしいと思うんですけれども……。 

 

○小原交通政策課審議員 ＰＲにつきまして

は、これまでもさまざまにやってはきており

ますが、例えば地元の情報誌のほうに出すと

か、それから、ＪＲさんの協力も得まして、

ＪＲの熊本支社が出しております時刻表には

空港ライナーがありますという案内をしてい

ただいておったり、例えば、名古屋のほうの

空港にもほかの空港にも空港ライナーのリー

フレットを置かせていただいたりとか、全国

的な時刻表の中にも空港へのアクセスの手段

の一つとして掲載させていただいたりとか、

さまざまなことをやっておりますし、地元の

人の利用というものも広げていかないといけ

ませんので、各自治体の広報誌ですとかにも

載せていただいているところでございます。 

 

○東充美委員 せっかくストップ温暖化です

から、そこを考えておかないと、費用はかか

るわ、ＣＯ２は出すわで、せっかくの事業と

して、まともにこれに載せてある以上は、そ

こを考えてほしいと思います。 

 以上です。 

 

○中村博生委員長 ほかにありませんか。 

   （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○中村博生委員長 なければ、その他として

何かありませんか。 

 それでは、続きまして、付託調査事件の閉

会中の継続審査についてお諮りいたします。 

 付託調査事件につきましては、引き続き審

査する必要があると認められますので、本委

員会を次期定例会まで継続する旨、会議規則

第82条の規定に基づき議長に申し出ることに

異議ございませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

○中村博生委員長 異議なしと認め、そのよ

うにいたします。 

 以上で本日の議題はすべて終了いたしまし

た。 

 これをもちまして、第８回環境対策特別委
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員会を閉会いたします。 

  午前11時52分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  環境対策特別委員会委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


